
申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №001

処 分 名 介護給付費等及び地域相談支援費の支給決定

処 分 の概 要

市長は、法第 22 条第１項の規定による介護給付費等又は法第 51

条の７第１項の規定による地域相談支援給付費の支給を決定した

ときは、（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地

域相談支援給付費）支給決定通知書兼利用者負担額減額・免除等決

定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するとともに、法第

22 条第８項の規定により障害福祉サービス受給者証（様式第５号）

又は法第 51 条の７第８項の規定により地域相談支援受給者証（様

式第５号の２）を交付するものとする。ただし、療養介護の支給を

決定したときは障害福祉サービス受給者証及び療養介護医療受給

者証（様式第６号）を交付するものとする。

根拠条例等・条項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則（平成 18年規則第 78号）第 5条第１項～第 3項

審 査 基 準

前項の規定により徴収する費用の額（以下「障害福祉サービス徴

収額」という。）は、やむを得ない事由による措置を行った場合の

単価等の取扱いについて（平成 18 年障障発第 1117002 厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）に定める額とする。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1 日（最終改正：令和 4年 4月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓

口へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係法令等の抜粋

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行

細則

第５条 市長は、法第22条第１項の規定による介護給付費等又は法

第51条の７の規定による地域相談支援給付費の支給を決定した

ときは、（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費

地域相談支援給付費）支給決定通知書兼利用者負担額減額・免除

等決定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するとともに、

法第22条第８項の規定により障害福祉サービス受給者証（様式第

５号）又は法第51条の７第８項の規定により地域相談支援受給者

証（様式第５号の２）を交付するものとする。ただし、療養介護

の支給を決定したときは障害福祉サービス受給者証及び療養介

護医療受給者証（様式第６号）を交付するものとする。

２ 前項の規定は、法第34条第１項に規定する特定障害者特別給付

費の支給の決定に準用する。

３ 市長は、第３条第１項及び第２項の申請に対し、介護給付費等、

地域相談支援給付費又は特定障害者特別給付費を支給しないこ

とを決定したときは、（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者

特別給付費 地域相談支援給付費）支給却下決定通知書兼利用者

負担額減額・免除等却下決定通知書（様式第７号）により申請者

に通知するものとする。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №002

処 分 名 施設訓練等扶養義務者分の利用者負担額の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、法第 56条第 2項の規定により、障害福祉サービスの

措置に要した費用を決定し、当該措置を受けた障害児またはその扶養義

務者（以下「扶養義務者」という。）から負担能力に応じて当該措置に要

する費用の全部又は一部を徴収するものとする。

根拠条例等・条項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則

（平成 18年規則第 78 号）第 5条第１項～第 3項

審 査 基 準

前項の規定により徴収する費用の額（以下「障害福祉サービス徴収

額」という。）は、やむを得ない事由による措置を行った場合の単価

等の取扱いについて（平成 18 年障障発第 1117002 厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）に定める額とする。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則

第５条 市長は、法第22条第１項の規定による介護給付費等又は法

第51条の７の規定による地域相談支援給付費の支給を決定したと

きは、（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地域

相談支援給付費）支給決定通知書兼利用者負担額減額・免除等決定

通知書（様式第４号）により、申請者に通知するとともに、法第22

条第８項の規定により障害福祉サービス受給者証（様式第５号）又

は法第51条の７第８項の規定により地域相談支援受給者証（様式第

５号の２）を交付するものとする。ただし、療養介護の支給を決定

したときは障害福祉サービス受給者証及び療養介護医療受給者証

（様式第６号）を交付するものとする。

２ 前項の規定は、法第34条第１項に規定する特定障害者特別給付

費の支給の決定に準用する。

３ 市長は、第３条第１項及び第２項の申請に対し、介護給付費等、

地域相談支援給付費又は特定障害者特別給付費を支給しないこと

を決定したときは、（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別

給付費 地域相談支援給付費）支給却下決定通知書兼利用者負担額

減額・免除等却下決定通知書（様式第７号）により申請者に通知す

るものとする。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部 障がい者支援課 №003

処 分 名 特例介護給付費等の支給の決定

処 分 の概 要

市長は、法第30条第１項の規定による特例介護給付費等又は法51

条の15第１項の規定による特例地域相談支援給付費の支給の要否を

決定したときは、（特例介護給付費 特例訓練等給付費 特例特定障

害者特別給付費 特例地域相談支援給付費）支給（不支給）決定通知

書（様式第16号）により申請者に通知するものとする。

根拠条例等・条項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則

（平成 18年規則第 78 号）第 14条第１項～第 2項

審 査 基 準

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則（平成 18 年規則第 78 号）第 14 条第１項～第 2項による申請があっ

たときに行う特例介護給付費等支給決定である。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 18年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則

（特例介護給付費等又は特例地域相談支援給付費の支給決定の通

知）

第14条 市長は、法第30条第１項の規定による特例介護給付費等又

は法51条の15第１項の規定による特例地域相談支援給付費の支給

の要否を決定したときは、（特例介護給付費 特例訓練等給付費

特例特定障害者特別給付費 特例地域相談支援給付費）支給（不支

給）決定通知書（様式第16号）により申請者に通知するものとする。

２ 前項の規定は、法第35条第１項に規定する特例特定障害者特別

給付費の支給の要否の決定に準用する。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №004

処 分 名 介護給付費等の支給変更の決定

処 分 の概 要

市長は、法第 24 条第２項の規定により支給決定の変更の決定をし

たときは、（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費）支

給変更決定通知書兼利用者負担額減額・免除等変更決定通知書（様式

第９号）により支給決定障害者等に通知するとともに、当該決定に係

る支給決定障害者等に対し、障害福祉サービス受給者証の提出を求

め、当該決定にかかる事項を記載するものとする。この場合において、

療養介護の変更をするときは障害福祉サービス受給者証及び療養介

護医療受給者証の提出を求め、当該決定に係る事項を記載するものと

する。

根拠条例等・条項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則

（平成 18年規則第 78 号）第 8条第１項～第 3項

審 査 基 準

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則（平成 18年規則第 78号）第 7条第１項～第 2項による申請があった

際に行う変更決定である。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 18年 4月 1 日（最終改正：平成 30年 4月 1 日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口へ

提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則

（変更決定の通知等）

第８条 市長は、法第24条第２項の規定により支給決定の変更の決

定をしたときは、（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給

付費）支給変更決定通知書兼利用者負担額減額・免除等変更決定通

知書（様式第９号）により支給決定障害者等に通知するとともに、

当該決定に係る支給決定障害者等に対し、障害福祉サービス受給者

証の提出を求め、当該決定にかかる事項を記載するものとする。こ

の場合において、療養介護の変更をするときは障害福祉サービス受

給者証及び療養介護医療受給者証の提出を求め、当該決定に係る事

項を記載するものとする。

２ 前項の規定は、負担上限月額及び特定障害者特別給付費の額の変

更の決定に準用する。

３ 市長は、前条の申請に対して変更しないことと決定したときは、

（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費）支給変更却

下決定通知書兼利用者負担額減額・免除等変更却下決定通知書（様

式第10号）により支給決定障害者等に通知するものとする。

一部改正〔平成23年規則41号・24年35号〕



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №005

処 分 名 障害支援区分の変更等の決定

処 分 の概 要

市長は、法第24条第４項の規定により障害程度区分の変更の認定

をしたときは、障害程度区分変更認定通知書（様式第11号）により、

当該変更認定に係る障害者又は障害児の保護者に通知するとともに、

障害者福祉サービス受給者証の提出を求め、当該変更認定に係る事項

を記載しなければならない。

根拠条例等・条項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則

（平成 18年規則第 78 号）第 9条

審 査 基 準

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第 123 号）第 24 条による申請があった際に行う変更決定で

ある。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 18年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口へ

提出（郵送含む）



備 考

根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則

（障害程度区分の変更認定の通知等）

第９条 市長は、法第 24条第４項の規定により障害程度区分の変更の認

定をしたときは、障害程度区分変更認定通知書（様式第 11号）により、

当該変更認定に係る障害者又は障害児の保護者に通知するとともに、障

害者福祉サービス受給者証の提出を求め、当該変更認定に係る事項を記

載しなければならない。

一部改正〔平成 24年規則 35 号〕



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №006

処 分 名 居宅生活支援費・施設等訓練支援費の利用者負担額の減額の決定

処 分 の概 要

市長は、法第 24条第２項の規定により支給決定の変更の決定をしたと

きは、（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費）支給変更決

定通知書兼利用者負担額減額・免除等変更決定通知書（様式第９号）に

より支給決定障害者等に通知するとともに、当該決定に係る支給決定障

害者等に対し、障害福祉サービス受給者証の提出を求め、当該決定にか

かる事項を記載するものとする。この場合において、療養介護の変更を

するときは障害福祉サービス受給者証及び療養介護医療受給者証の提出

を求め、当該決定に係る事項を記載するものとする。

根拠条例等・条項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則

（平成 18年規則第 78 号）第 8条第１項～第 3項

審 査 基 準

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第 123 号）第 22 条による申請があった際に行う変更決定で

ある。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則

（変更決定の通知等）

第条 市長は、法第 24条第２項の規定により支給決定の変更の決定をし

たときは、（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費）支給変

更決定通知書兼利用者負担額減額・免除等変更決定通知書（様式第９号）

により支給決定障害者等に通知するとともに、当該決定に係る支給決定

障害者等に対し、障害福祉サービス受給者証の提出を求め、当該決定に

かかる事項を記載するものとする。この場合において、療養介護の変更

をするときは障害福祉サービス受給者証及び療養介護医療受給者証の提

出を求め、当該決定に係る事項を記載するものとする。

２ 前項の規定は、負担上限月額及び特定障害者特別給付費の額の変更

の決定に準用する。

３ 市長は、前条の申請に対して変更しないことと決定したときは、（介

護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費）支給変更却下決定通

知書兼利用者負担額減額・免除等変更却下決定通知書（様式第 10号）に

より支給決定障害者等に通知するものとする。

一部改正〔平成 23年規則 41 号・24年 35 号〕



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №007

処 分 名 身体障害者居宅支援措置の依頼・委託の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置を行うときは、身体障害者

障害福祉サービス措置依頼・委託決定通知書（様式第５号）を障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第

123 号）第 29条第１項で規定する指定障害福祉サービスを行う事業所の

管理者若しくは指定障害者支援施設の長又は同法第 30 条第１項第２号

イ及びロで規定する基準該当事業所の管理者又は基準該当施設の長（以

下「事業所長」という。）に送付しなければならない。

根拠条例等・条項

身体障害者福祉法施行細則（平成 18年規則第 73号）第 6条第１項～第

3項

審 査 基 準

やむを得ない事情の際に、障害福祉サービスの提供を委託する。

ここでいう「やむを得ない事情」とは、緊急を要する場合である。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■身体障害者福祉法施行細則

（障害福祉サービスの措置決定）

第６条 福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置を行うときは、身

体障害者障害福祉サービス措置依頼・委託決定通知書（様式第５号）

を障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成17年法律第123号）第29条第１項で規定する指定障害福祉サ

ービスを行う事業所の管理者若しくは指定障害者支援施設の長又

は同法第30条第１項第２号イ及びロで規定する基準該当事業所の

管理者又は基準該当施設の長（以下「事業所長」という。）に送付

しなければならない。

２ 福祉事務所長は、事業所長から受託した旨の通知を受けたとき

は、身体障害者障害福祉サービス措置決定通知書（様式第６号）に

より、当該身体障害者に通知するものとする。

３ 福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置が適当でないと認める

ときは、身体障害者障害福祉サービス措置申請却下通知書（様式第

７号）により、当該身体障害者に通知するものとする。

一部改正〔平成25年規則42号〕



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №008

処 分 名 身体障害者居宅支援措置の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置を行うときは、身体障害者

障害福祉サービス措置依頼・委託決定通知書（様式第５号）を障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第

123 号）第 29条第１項で規定する指定障害福祉サービスを行う事業所の

管理者若しくは指定障害者支援施設の長又は同法第 30 条第１項第２号

イ及びロで規定する基準該当事業所の管理者又は基準該当施設の長（以

下「事業所長」という。）に送付しなければならない。

根拠条例等・条項

身体障害者福祉法施行細則（平成 18年規則第 73号）第 6条第１項～第

3項

審 査 基 準

やむを得ない事情の際に、障害福祉サービスの影響を委託する。

ここでいう「やむを得ない事情」とは、緊急を要する場合である。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■身体障害者福祉法施行細則

（障害福祉サービスの措置決定）

第６条 福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置を行うときは、身

体障害者障害福祉サービス措置依頼・委託決定通知書（様式第５号）

を障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成17年法律第123号）第29条第１項で規定する指定障害福祉サ

ービスを行う事業所の管理者若しくは指定障害者支援施設の長又

は同法第30条第１項第２号イ及びロで規定する基準該当事業所の

管理者又は基準該当施設の長（以下「事業所長」という。）に送付

しなければならない。

２ 福祉事務所長は、事業所長から受託した旨の通知を受けたとき

は、身体障害者障害福祉サービス措置決定通知書（様式第６号）に

より、当該身体障害者に通知するものとする。

３ 福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置が適当でないと認める

ときは、身体障害者障害福祉サービス措置申請却下通知書（様式第

７号）により、当該身体障害者に通知するものとする。

一部改正〔平成25年規則42号〕



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №009

処 分 名 身体障害者施設入所等措置の依頼・委託の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、施設入所等の措置を行うときは、身体障害者施設

入所等措置依頼・委託決定通知書（様式第９号）により当該障害者支

援施設等又は指定医療機関の長（以下「施設長」という。）に通知し

なければならない。

根拠条例等・条項

身体障害者福祉法施行細則（平成 18年規則第 73号）第 8条第１項～第

3項

審 査 基 準

やむを得ない事情の際に施設支援の提供を委託し、支援措置を決定

する。

ここでいう「やむを得ない事情」とは緊急を要する場合である。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■身体障害者福祉法施行細則

（施設入所等の措置決定）

第８条 福祉事務所長は、施設入所等の措置を行うときは、身体障害

者施設入所等措置依頼・委託決定通知書（様式第９号）により当該

障害者支援施設等又は指定医療機関の長（以下「施設長」という。）

に通知しなければならない。

２ 福祉事務所長は、施設長から受託した旨の通知を受けたときは、

身体障害者施設入所等措置決定通知書（様式第10号）により当該身

体障害者に通知しなければならない。

３ 福祉事務所長は、施設入所等の措置が適当でないと認めるとき

は、身体障害者施設入所等措置申請却下通知書（様式第11号）によ

り、当該身体障害者に通知しなければならない。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №010

処 分 名 身体障害者補装具の交付・修理の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、法第 76条第１項の規定により当該障害者が補装具の

購入又は修理を必要とする者であると認めたときは、補装具費支給決定

通知書（様式第 47 号）により申請者に通知するとともに、補装具費支給

券（様式第 48号）（以下「支給券」という。）を交付するものとする。

根拠条例等・条項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則

（平成 18年規則第 78 号）第 36条第１項～第 2項

審 査 基 準

厚生労働省告示「補装具の種目、受託報酬の額等に関する基準」に基

づく。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則

（補装具費の支給決定の通知等）

第36条 福祉事務所長は、法第76条第１項の規定により当該障害者

が補装具の購入又は修理を必要とする者であると認めたときは、補

装具費支給決定通知書（様式第47号）により申請者に通知するとと

もに、補装具費支給券（様式第48号）（以下「支給券」という。）

を交付するものとする。

２ 福祉事務所長は、前条第１項の申請に対し、当該障害者が補装具

の購入又は修理を必要とする者でないと認めたときは、補装具費支

給却下決定通知書（様式第49号）により申請者に通知するものとす

る。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №011

処 分 名 身体障害者補装具の交付・修理の委託の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、法第 76条第１項の規定により当該障害者が補装具の

購入又は修理を必要とする者であると認めたときは、補装具費支給決定

通知書（様式第 47 号）により申請者に通知するとともに、補装具費支給

券（様式第 48号）（以下「支給券」という。）を交付するものとする。

根拠条例等・条項

障害者総合支援法施行細則（平成 25 年規則第 43 号）第 36 条第１項～

第 2項

審 査 基 準

厚生労働省告示「補装具の種目、受託報酬の額等に関する基準」に

基づく。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則

（補装具費の支給決定の通知等）

第36条 福祉事務所長は、法第76条第１項の規定により当該障害者

が補装具の購入又は修理を必要とする者であると認めたときは、補

装具費支給決定通知書（様式第47号）により申請者に通知するとと

もに、補装具費支給券（様式第48号）（以下「支給券」という。）

を交付するものとする。

２ 福祉事務所長は、前条第１項の申請に対し、当該障害者が補装具

の購入又は修理を必要とする者でないと認めたときは、補装具費支

給却下決定通知書（様式第49号）により申請者に通知するものとす

る。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №012

処 分 名 身体障害者措置費用の徴収額の決定・変更

処 分 の概 要

福祉事務所長は、法第38条第１項及び第２項の規定により、障害福

祉サービスの措置及び施設入所等の措置に要した費用として、当該身

体障害者又はその扶養義務者（以下「身体障害者等」という。）から、

その負担能力に応じて当該措置に要する費用の全部又は一部を徴収

するものとする。

根拠条例等・条項

身体障害者福祉法施行細則（平成 18 年規則第 73 号）第 10 条第１項～

第 3項

審 査 基 準

前項の規定により徴収する額（以下「徴収額」という。）は、やむ

を得ない事由による措置を行った場合の単価等の取扱いについて（平

成18年障障発第1117002厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課長通知）に定める額とする。

標準処理期間 1 日

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■身体障害者福祉法施行細則

（障害福祉サービス等の措置に要する費用の徴収）

第10条 福祉事務所長は、法第38条第１項及び第２項の規定により、

障害福祉サービスの措置及び施設入所等の措置に要した費用とし

て、当該身体障害者又はその扶養義務者（以下「身体障害者等」と

いう。）から、その負担能力に応じて当該措置に要する費用の全部

又は一部を徴収するものとする。

２ 前項の規定により徴収する額（以下「徴収額」という。）は、や

むを得ない事由による措置を行った場合の単価等の取扱いについ

て（平成18年障障発第1117002号厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部障害福祉課長通知）に定める額とする。

３ 福祉事務所長は、徴収額を決定し、又はその額を変更したときは、

第１項の規定による当該費用を負担すべき者に対し、身体障害者措

置費用徴収額決定・変更通知書（様式第13号）により通知しなけれ

ばならない。

一部改正〔平成19年規則32号・21年16号〕



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №013

処 分 名 身体障害者措置費用の徴収額の納入期限の延長の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、前条第３項の規定による通知を受けた身体障害者

等が納入期限までに徴収額を納入することが著しく困難であると認

めるときは、１年を超えない範囲内で当該徴収額の納入期限を延長す

ることができる。

根拠条例等・条項

身体障害者福祉法施行細則（平成 18 年規則第 73 号）第 11 条第１項～

第 3項

審 査 基 準

前項の規定により徴収する額（以下「徴収額」という。）は、やむ

を得ない事由による措置を行った場合の単価等の取扱いについて（平

成18年障障発第1117002厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課長通知）に定める額とする。

標準処理期間 1 日

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口へ提

出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■身体障害者福祉法施行細則

（納入期限等）

第11条 徴収額の納入期限は、当該措置を受けた月の翌月末日とす

る。

２ 福祉事務所長は、前条第３項の規定による通知を受けた身体障害

者等が納入期限までに徴収額を納入することが著しく困難である

と認めるときは、１年を超えない範囲内で当該徴収額の納入期限を

延長することができる。

３ 前項の規定により納入期限の延長を受けようとする身体障害者

等は、身体障害者措置費用徴収額納入期限延長申請書（様式第14

号）を福祉事務所長に提出しなければならない。

４ 福祉事務所長は、納入期限を延長することが適当であるかを審査

し、その適否を決定して身体障害者措置費用徴収額納入期限延長決

定・却下通知書（様式第15号）により、当該身体障害者等に通知す

るものとする。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №014

処 分 名 身体障害者措置費用の徴収額の減免の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、第 10条の規定により費用を負担すべき身体障害者等

が次の各号のいずれかに該当するときは、当該徴収額を減額し、又は免

除することができる。

(１) 災害により著しく損害を受けたとき。

(２) 収入が著しく減少したとき。

(３) 前２号に掲げるもののほか福祉事務所長が必要と認めたとき。

根拠条例等・条項

身体障害者福祉法施行細則（平成 18 年規則第 73 号）第 13 条第１項～

第 3項

審 査 基 準

(１) 災害により著しく損害を受けたとき。

(２) 収入が著しく減少したとき。

(３) 前２号に掲げるもののほか福祉事務所長が必要と認めたとき。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■身体障害者福祉法施行細則

（徴収額の減免）

第13条 福祉事務所長は、第10条の規定により費用を負担すべき身

体障害者等が次の各号のいずれかに該当するときは、当該徴収額を

減額し、又は免除することができる。

(１) 災害により著しく損害を受けたとき。

(２) 収入が著しく減少したとき。

(３) 前２号に掲げるもののほか福祉事務所長が必要と認めたとき。

２ 前項の規定により徴収額の減額又は免除を受けようとする身体

障害者等は、身体障害者措置費用徴収額減免申請書（様式第16号）

を福祉事務所長に提出しなければならない。

３ 福祉事務所長は、徴収額の減額し、又は免除することが適当であ

るかを審査し、その適否を決定して身体障害者措置費用徴収額減免

決定・却下通知書（様式第17号）により、当該身体障害者等に通知

するものとする。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №015

処 分 名 児童居宅支援措置の依頼・委託の決定

処 分 の概 要

やむを得ない事情の際に居宅支援の提供を委託し、支援措置を決定す

る。

根拠条例等・条項
児童福祉法施行細則（平成 17年規則第 138 号）第 21条第 1項～第 3項

審 査 基 準

ここでいう「やむを得ない事情」とは、緊急を要する場合である。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■児童福祉法施行細則

第 21条 福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置を行うときは、障害

福祉サービス措置依頼・委託決定通知書（様式第 22号）を事業所の管

理者（以下「事業所長」という。）に送付しなければならない。

2 福祉事務所長は、事業所長から受託した旨の通知を受けたときは、

障害福祉サービス措置決定通知書（様式第 23 号）により、申請者に通

知しなければならない。

3 福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置が適当でないと認めたと

きは、障害福祉サービス措置申請却下通知書（様式第 24号）により、

申請者に通知しなければならない。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №016

処 分 名 児童居宅支援措置の決定

処 分 の概 要

やむを得ない事情の際に居宅支援の提供を委託し、支援措置を決定す

る。

根拠条例等・条項
児童福祉法施行細則（平成 17年規則第 138 号）第 21条第 1項～第 3項

審 査 基 準

ここでいう「やむを得ない事情」とは、緊急を要する場合である。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■児童福祉法施行細則

第 21条 福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置を行うときは、障害

福祉サービス措置依頼・委託決定通知書（様式第 22号）を事業所の管

理者（以下「事業所長」という。）に送付しなければならない。

2 福祉事務所長は、事業所長から受託した旨の通知を受けたときは、

障害福祉サービス措置決定通知書（様式第 23 号）により、申請者に通

知しなければならない。

3 福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置が適当でないと認めたと

きは、障害福祉サービス措置申請却下通知書（様式第 24号）により、

申請者に通知しなければならない。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №017

処 分 名 児童居宅支援措置費用の徴収額の決定・変更

処 分 の概 要

福祉事務所長は、法第 56条第 2項の規定により、障害福祉サービスの

措置に要した費用を決定し、当該措置を受けた障害児またはその扶養義

務者（以下「扶養義務者」という。）から負担能力に応じて当該措置に要

する費用の全部又は一部を徴収するものとする。

根拠条例等・条項
児童福祉法施行細則（平成 17 年規則第 138 号）第 23条第１項～第 3項

審 査 基 準

前項の規定により徴収する費用の額（以下「障害福祉サービス徴収

額」という。）は、やむを得ない事由による措置を行った場合の単価

等の取扱いについて（平成 18 年障障発第 1117002 厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）に定める額とする。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■児童福祉法施行細則

第23条 福祉事務所長は、法第56条第２項の規定により、障害福祉

サービスの措置に要した費用として、当該措置を受けた障害児又は

その扶養義務者（以下「扶養義務者等」という。）から、その負担

能力に応じて当該措置に要する費用の全部又は一部を徴収するも

のとする。

２ 前項の規定により徴収する費用の額（以下「障害福祉サービス徴

収額」という。）は、やむを得ない事由による措置を行った場合の

単価等の取扱いについて（平成18年障障発第1117002厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）に定める額とする。

３ 福祉事務所長は、障害福祉サービス徴収額を決定し、又はその額

を変更したときは、第１項の規定による当該費用を負担すべき者に

対し、障害福祉サービス措置費用徴収額決定・変更通知書（様式第

26号）により通知しなければならない。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №018

処 分 名 身体障害児補装具の交付・修理の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、法第 76 条第１項の規定により当該障害者が補装具の

購入又は修理を必要とする者であると認めたときは、補装具費支給決定通

知書（様式第 47 号）により申請者に通知するとともに、補装具費支給券

（様式第 48号）（以下「支給券」という。）を交付するものとする。

根拠条例等・条項
総合支援法施行細則（平成 25年規則第 43 号）第 36条第１項

審 査 基 準

総合支援法施行細則

第 35 条 法第 76 条第１項の規定による補装具費の支給を受けようとす

る障害者又は障害児の保護者は、補装具費（購入・修理）支給申請書（様

式第 44 号）に障害者及びその障害者が属する世帯（障害児とその保護者

は同一世帯とみなす。）の他の世帯員の市町村民税額等を証する書類、補装

具の購入又は修理に要する費用の見積書を添えて福祉事務所長に申請する

ものとする。ただし、やむを得ない事情がある場合には、補装具の購入又

は修理が完了した後に申請書等を提出することができる。

２ 申請する補装具が、医学的判定を要するものである場合は、その支給

の要否及び処方についての基礎資料とするため、指定自立支援医療機関、

保健所又は身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第９条第５項に

規定する身体障害者更生相談所（以下「更生相談所」という。）のいずれか

の医師が作成した補装具費支給意見書（様式第 45 号）を添付しなければ

ならない。

３ 福祉事務所長は、前２項に規定する申請があったときは、必要な審査

を行い、当該障害者に係る調査書（様式第 46 号）を作成するとともに、

申請内容等を審査し、支給の要否を決定しなければならない。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口へ

提出（郵送含む）

備 考

ホームページのリンク先

http://www.city.kasukabe.lg.jp/kenko_fukushi/shougaisha/seikatsushien/hos

ougu.html



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■障害者総合支援法施行細則

（補装具費の支給申請等）

第35条 法第76条第１項の規定による補装具費の支給を受けようとする

障害者又は障害児の保護者は、補装具費（購入・修理）支給申請書（様式

第 44 号）に障害者及びその障害者が属する世帯（障害児とその保護者は

同一世帯とみなす。）の他の世帯員の市町村民税額等を証する書類、補装具

の購入又は修理に要する費用の見積書を添えて福祉事務所長に申請するも

のとする。ただし、やむを得ない事情がある場合には、補装具の購入又は

修理が完了した後に申請書等を提出することができる。

２ 申請する補装具が、医学的判定を要するものである場合は、その支給

の要否及び処方についての基礎資料とするため、指定自立支援医療機関、

保健所又は身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第９条第５項に

規定する身体障害者更生相談所（以下「更生相談所」という。）のいずれか

の医師が作成した補装具費支給意見書（様式第 45 号）を添付しなければ

ならない。

３ 福祉事務所長は、前２項に規定する申請があったときは、必要な審査

を行い、当該障害者に係る調査書（様式第 46 号）を作成するとともに、

申請内容等を審査し、支給の要否を決定しなければならない。

（補装具費の支給決定の通知等）

第 36条 福祉事務所長は、法第 76条第１項の規定により当該障害者が補

装具の購入又は修理を必要とする者であると認めたときは、補装具費支給

決定通知書（様式第 47 号）により申請者に通知するとともに、補装具費

支給券（様式第 48 号）（以下「支給券」という。）を交付するものとする。

２ 福祉事務所長は、前条第１項の申請に対し、当該障害者が補装具の購

入又は修理を必要とする者でないと認めたときは、補装具費支給却下決定

通知書（様式第 49号）により申請者に通知するものとする。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №019

処 分 名 障害児補装具の交付・修理の委託の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、前条第１項の規定により補装具費の支給決定を受けた

者（以下「支給対象障害者等」という。）は、補装具の販売事業者又は修理

事業者（以下「補装具事業者」という。）に支給券を提示し、当該補装具の

購入又は修理に係る契約を補装具事業者と締結したうえで、補装具を購入

し、又は補装具の修理を行わせるものとする。

根拠条例等・条項
障害者総合支援法施行細則（平成 25年規則第 43号）第 37条

審 査 基 準

厚生労働省告示「補装具の種目、受託報酬の額等に関する基準」に基づ

き、業者へ委託する。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1 日（最終改正：平成 30年 4月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口へ

提出（郵送含む）

備 考

ホームページのリンク先

https://www.city.kasukabe.lg.jp/kenko_hoken_fukushi/shogaishafukushi/nichi

joseikatsu_shakaiseikatsunoshien/8597.html



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■障害者総合支援法施行細則

（補装具の購入又は修理）

第37条 前条第１項の規定により補装具費の支給決定を受けた者（以

下「支給対象障害者等」という。）は、補装具の販売事業者又は修

理事業者（以下「補装具事業者」という。）に支給券を提示し、当

該補装具の購入又は修理に係る契約を補装具事業者と締結したうえ

で、補装具を購入し、又は補装具の修理を行わせるものとする。

（補装具費の支給）

第38条 支給対象障害者等は、前条の規定により補装具事業者から補

装具を購入し、又は補装具の修理を行わせるときは、当該補装具の

購入又は修理に要した費用の額を当該補装具事業者に支払わなけれ

ばならない。

２ 支給対象障害者等は、前項の規定により補装具の購入又は修理に

要した費用を補装具事業者に支払ったときは、当該支給対象障害者

等に係る支給券に記載された公費負担額の支給を補装具費支払請求

書（様式第50号）に支給券及び当該支払いに係る領収書を添えて、

福祉事務所長に請求するものとする。

３ 福祉事務所長は、前項の規定により補装具費支給の請求があった

ときは、当該公費負担額を支払うものとする。

（補装具費の代理受領）

第39条 福祉事務所長は、支給対象障害者等からの委任に基づき、補

装具費として当該支給対象障害者等に支給されるべき額の限度にお

いて、当該支給対象障害者等に代わり補装具事業者に支払うことが

できるものとする。この場合において、福祉事務所長は補装具事業

者に対し補装具費の代理受領に係る登録をさせなければならない。

２ 前項の規定による支払いがあったときは、支給対象障害者等に対

し補装具費の支給があったものとみなす。

３ 補装具事業者は、第１項の規定により支給対象障害者等に代わっ

て補装具費の支払いを受ける場合は、当該補装具を納入又は修理し

た際に、支給対象障害者等から利用者負担額の支払いを受け、領収

書を交付するものとする。

（代理受領による補装具の請求）

第40条 補装具事業者は、前条第１項の規定により支給対象障害者等

に代わって補装具費を請求するときは、代理受領に係る補装具費支

払請求書兼委任状（様式第51号）に支給券及び利用者負担額を受領

したことを証する書類を添えて福祉事務所長に請求しなければなら

ない。

２ 福祉事務所長は、補装具事業者から補装具費の適法な請求を受け

た日から30日以内にその額を支払うものとする。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №020

処 分 名 児童措置費用の徴収額の減免の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、費用を負担すべき者が次の各号のいずれかに該当

するときは、当該徴収額等を減額し、又は免除することができる。

根拠条例等・条項
児童福祉法施行細則（平成 17 年規則第 138 号）第 30条第１項～第 3項

審 査 基 準

第30条 福祉事務所長は、費用を負担すべき者が次の各号のいず

れかに該当するときは、当該徴収額等を減額し、又は免除することが

できる。

(１) 災害により著しく損害を受けたとき。

(２) 収入が著しく減少したとき。

(３) 前２号に掲げるもののほか福祉事務所長が必要と認めたとき。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■児童福祉法施行細則

（徴収額等の減免）

第30条 福祉事務所長は、費用を負担すべき者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、当該徴収額等を減額し、又は免除することが

できる。

(１) 災害により著しく損害を受けたとき。

(２) 収入が著しく減少したとき。

(３) 前２号に掲げるもののほか福祉事務所長が必要と認めたと

き。

２ 前項の規定により徴収額等の減額又は免除を受けようとする者

は、第５条に規定する徴収額にあっては児童措置費用徴収額減免申

請書（様式第36号）を、前条に規定する徴収金にあっては児童福祉

法に関する徴収金等減免申請書（様式第37号）をそれぞれ福祉事務

所長に提出しなければならない。

３ 福祉事務所長は、第５条に規定する徴収額の減額又は免除するこ

とが適当であるかどうかを審査し、その適否を決定して児童措置費

用徴収額減免決定・却下通知書（様式第38号）により、申請者に通

知するものとする。

一部改正〔平成19年規則57号・24年36号〕



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №021

処 分 名 措置費の徴収額の減免

処 分 の概 要

福祉事務所長は、第12条第１項の規定により費用を負担すべき知

的障害者等が次の各号のいずれかに該当するときは、当該徴収額を減

額し、又は免除することができる。

根拠条例等・条項

知的障害者福祉法施行細則（平成 18年規則第 74号）第 15条第１項～

第 3項

審 査 基 準

福祉事務所長は、第12条第１項の規定により費用を負担すべき知

的障害者等が次の各号のいずれかに該当するときは、当該徴収額を減

額し、又は免除することができる。

(（１) 災害により著しく損害を受けたとき。

(（２) 収入が著しく減少したとき。

（３) 前２号に掲げるもののほか福祉事務所長が必要と認めたとき。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■知的障害者福祉法施行細則

（徴収額の減免）

第15条 福祉事務所長は、第12条第１項の規定により費用を負担す

べき知的障害者等が次の各号のいずれかに該当するときは、当該徴

収額を減額し、又は免除することができる。

(１) 災害により著しく損害を受けたとき。

(２) 収入が著しく減少したとき。

(３) 前２号に掲げるもののほか福祉事務所長が必要と認めたと

き。

２ 前項の規定により徴収額の減額又は免除を受けようとする知的

障害者等は、知的障害者措置費用徴収額減免申請書（様式第24号）

を福祉事務所長に提出しなければならない。

３ 福祉事務所長は、徴収額の減額し、又は免除することが適当であ

るかを審査し、その適否を決定して知的障害者措置費用徴収額減免

決定・却下通知書（様式第25号）により、当該知的障害者等に通知

するものとする。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №022

処 分 名 居宅支援措置の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置を行うときは、知的障害

者障害福祉サービス措置依頼・委託決定通知書（様式第３号）を障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）第29条第１項で規定する指定障害福祉サービスを行

う事業所の管理者若しくは指定障害者支援施設の長又は同法第30条

第１項第２号イ及びロで規定する基準該当事業所の管理者又は基準

該当施設の長（以下「事業所長」という。）に送付しなければならな

い。

根拠条例等・条項

知的障害者福祉法施行細則（平成 18年規則第 74号）第 5条第１項～第

3項

審 査 基 準

やむを得ない事情の際に居宅支援の提供を委託し、支援措置を決定す

る。ここで言う「やむを得ない事情」とは緊急を要する場合である。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■知的障害者福祉法施行細則

（障害福祉サービスの措置決定）

第５条 福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置を行うときは、知

的障害者障害福祉サービス措置依頼・委託決定通知書（様式第３号）

を障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成17年法律第123号）第29条第１項で規定する指定障害福祉サ

ービスを行う事業所の管理者若しくは指定障害者支援施設の長又

は同法第30条第１項第２号イ及びロで規定する基準該当事業所の

管理者又は基準該当施設の長（以下「事業所長」という。）に送付

しなければならない。

２ 福祉事務所長は、事業所長から受託した旨の通知を受けたとき

は、知的障害者障害福祉サービス措置決定通知書（様式第４号）に

より、当該知的障害者に通知するものとする。

３ 福祉事務所長は、障害福祉サービスの措置が適当でないと認める

ときは、知的障害者障害福祉サービス措置申請却下通知書（様式第

５号）により、当該知的障害者に通知するものとする。

一部改正〔平成25年規則42号〕



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №023

処 分 名 施設入所等措置の決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、施設入所等の措置を行うときは、知的障害者施設

入所等措置依頼・委託決定通知書（様式第７号）を当該障害者支援施

設等の長（以下「施設長」という。）に送付しなければならない。

根拠条例等・条項

知的障害者福祉法施行細則（平成 18年規則第 74号）第 7条第１項～第

3項

審 査 基 準

やむを得ない事情の際に施設入所の提供を委託し、支援措置を決定す

る。ここで言う「やむを得ない事情」とは緊急を要する場合である。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■知的障害者福祉法施行細則

第７条 福祉事務所長は、施設入所等の措置を行うときは、知的障害

者施設入所等措置依頼・委託決定通知書（様式第７号）を当該障害

者支援施設等の長（以下「施設長」という。）に送付しなければな

らない。

２ 福祉事務所長は、施設長から受託した旨の通知を受けたときは、

知的障害者施設入所等措置決定通知書（様式第８号）により、当該

知的障害者に通知するものとする。

３ 福祉事務所長は、施設入所等の措置が適当でないと認めるとき

は、知的障害者施設入所等措置申請却下通知書（様式第９号）によ

り、当該知的障害者に通知するものとする。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №024

処 分 名 職親委託の措置決定

処 分 の概 要

福祉事務所長は、職親委託の措置申請があった場合は、更生相談所の

判定に基づき、措置決定するものとする。

根拠条例等・条項

知的障害者福祉法施行細則（平成 18 年規則第 74 号）第 10 条第１項～

第 3項

審 査 基 準

更生相談所の判定に基づき、決定を行う。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出（郵送含む）

備 考



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■知的障害者福祉法施行細則

（職親委託の措置決定）

第10条 福祉事務所長は、職親委託の措置を行うときは、知的障害

者職親委託措置依頼書（様式第17号）を当該職親に送付しなければ

ならない。

２ 福祉事務所長は、職親から受託した旨の通知を受けたときは、知

的障害者職親委託措置決定通知書（様式第18号）により、当該知的

障害者に通知するものとする。

３ 福祉事務所長は、職親委託の措置が適当でないと認めるときは、

知的障害者職親委託措置申請却下通知書（様式第19号）により、当

該知的障害者に通知するものとする。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №025

処 分 名 ふじ学園使用料減免の決定

処 分 の概 要

市長は、条例第9条の規定により費用を負担すべき者が次の各号の

いずれかに該当するときは、当該使用料を減額し、又は免除すること

ができる。

根拠法令等・条項

春日部市立ふじ学園条例（平成 17年 10 月 1日条例第 93号）第 9条

春日部市立ふじ学園条例施行規則（平成 17年 10 月 1 日規則第 27号）

第 13条第 1項 1号～3号

審 査 基 準

市長は、特別の理由があるときと認めるときは、使用料を減額し

又は免除することができる。

(１) 災害により著しく損害を受けたとき。

(２) 収入が著しく減少したとき。

(３) 前２号に掲げるもののほか市長が必要と認めたとき。

標準処理期間 未設定（個別・具体的な判断が必要となるため）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1 日（最終改正：令和 6年 4月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法 春日部市立ふじ学園窓口への提出

備 考

ホームページのリンク先

https://www.city.kasukabe.lg.jp/soshikikarasagasu/shogaishashienka/gyo

muannai/3/1/1/5154.html



根拠条例及び

関係法令等の抜粋

■春日部市立ふじ学園条例施行規則

（使用料の減免）

第13条 市長は、条例第9条の規定により費用を負担すべき者が次の

各号のいずれかに該当するときは、当該使用料を減額し、又は免除

することができる。

(１) 災害により著しく損害を受けたとき。

(２) 収入が著しく減少したとき。

(３) 前２号に掲げるもののほか市長が必要と認めたとき。

２ 前項の規定により使用料の減額又は免除を受けようとする者は、

春日部市立ふじ学園使用料減免申請書（様式第5号）を市長に提出

しなければならない。

３ 市長は、使用料の減額又は免除することが適当であるかどうかを

審査し、その適否を決定して春日部市立ふじ学園使用料減免決定・

却下通知書（様式第6号）により、申請者にしなければならない。

一部改正〔平成18年規則68号〕



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №026

処 分 名 特別障害者手当の受給資格認定

処 分 の概 要

20 歳以上の身体または精神に著しく重度の障害があるため、日常生

活において常時特別の介護を必要とする状態の方が対象です。認定請求

後の審査を経て、要件に該当すれば支給決定し、特別障害者手当を支給

します。該当しない場合には、却下の決定を行います。

根拠法令等・条項

特別児童扶養手当等の支給に関する法律

（昭和 39年法律第 134 号） 第 19条（第 26条の 5において準用）

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令

（昭和 50年政令第 207 号） 第 1条２項

審 査 基 準

◎春日部市に住所を有する特別障害者であることが要件となります。

(1)「特別障害者」とは、20 歳以上である障害者の内、特別児童扶養手

当等の支給に関する法律施行令第１条第２項で定める程度の重度の障

害の状態にあるため、日常生活において常時特別の介護を必要とする

者をいいます。

(2)申請にあたっては、障害にかかる専門医等の認定診断書を提出してい

ただく必要があります。ただし、その他の書類等により障害の状態等

を確認することができるときは、当該診断書の提出の省略ができる場

合があります。

◎上記の要件に該当する場合でも、その者が次のいずれかに該当すると

きは支給対象となりません。

・障害者支援施設等に入所している

・病院・診療所に継続して３か月を超えて入院している

※所得制限の限度額以上の方は、支給停止となります。

標準処理期間 15 日（知事との協議に要する期間を除く）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1 日（最終改正：平成 30年 4月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出

備 考

ホームページのリンク先

https://www.city.kasukabe.lg.jp/kenko_hoken_fukushi/shogaishafukushi/kei

zaitekishien/8565.html



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■特別児童扶養手当等の支給に関する法律

第 19 条 手当の支給要件に該当する者（以下この章において「受給資

格者」という。）は、手当の支給を受けようとするときは、その受給

資格について、都道府県知事、市長又は福祉事務所を管理する町村長

の認定を受けなければならない。

■特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令

第 1条 （略）

２ 法第二条第三項に規定する政令で定める程度の著しく重度の障害の

状態は、次に定めるとおりとする。

一 身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害（以下この項にお

いて「身体機能の障害等」という。）が別表第二各号の一に該当

し、かつ、当該身体機能の障害等以外の身体機能の障害等がその他

の同表各号の一に該当するもの

二 前号に定めるもののほか、身体機能の障害等が重複する場合（別

表第二各号の一に該当する身体機能の障害等があるときに限る。）

における障害の状態であつて、これにより日常生活において必要と

される介護の程度が前号に定める障害の状態によるものと同程度以

上であるもの

三 身体機能の障害等が別表第一各号（第十号を除く。）の一に該当

し、かつ、当該身体機能の障害等が前号と同程度以上と認められる

程度のもの

別表第一（第一条関係）

一 両眼の視力の和が〇・〇二以下のもの

二 両耳の聴力が補聴器を用いても音声を識別することができない程

度のもの

三 両上肢の機能に著しい障害を有するもの

四 両上肢のすべての指を欠くもの

五 両下肢の用を全く廃したもの

六 両大腿（たい）を二分の一以上失つたもの

七 体幹の機能に座つていることができない程度の障害を有するもの

八 前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる

安静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であ

つて、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

九 精神の障害であつて、前各号と同程度以上と認められる程度のも

の

十 身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合で

あつて、その状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの

（備考） 視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異

常があるものについては、矯正視力によつて測定する。



別表第二（第一条関係）

一 両眼の視力の和が〇・〇四以下のもの

二 両耳の聴力レベルが一〇〇デシベル以上のもの

三 両上肢の機能に著しい障害を有するもの又は両上肢のすべての指

を欠くもの若しくは両上肢のすべての指の機能に著しい障害を有す

るもの

四 両下肢の機能に著しい障害を有するもの又は両下肢を足関節以上

で欠くもの

五 体幹の機能に座つていることができない程度又は立ち上がること

ができない程度の障害を有するもの

六 前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる

安静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であ

つて、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

七 精神の障害であつて、前各号と同程度以上と認められる程度のも

の

（備考） 別表第一の備考と同じ。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №027

処 分 名 障害児福祉手当の受給資格の認定

処 分 の概 要

20 歳未満の身体または精神に著しく重度の障害があるため、日常生活に

おいて常時の介護を必要とする状態の方が対象です。認定請求後の審査を

経て、要件に該当すれば支給決定し、障害児福祉手当を支給します。該当

しない場合には、却下の決定を行います。

根拠法令等・条項

特別児童扶養手当等の支給に関する法律

（昭和 39年法律第 134 号）第 19条

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令

（昭和 50年政令第 207 号）第 1条第 1項

審 査 基 準

◎春日部市に住所を有する重度障害児であることが要件となります。

(1)「重度障害児」とは、20 歳未満である障害児の内、特別児童扶養手当

等の支給に関する法律施行令第1条第 1項で定める程度の重度の障害の

状態にあるため、日常生活において常時の介護を必要とする者をいいま

す。

(2)申請にあたっては、障害にかかる専門医等の認定診断書を提出していた

だく必要があります。ただし、その他の書類等により障害の状態等を確

認することができるときは、当該診断書の提出の省略ができる場合があ

ります。

◎上記の要件に該当する場合でも、その者が次のいずれかに該当するとき

は支給対象となりません。

・障害を支給事由とする年金を受給している

・児童福祉施設等に入所している

※所得制限の限度額以上の方は、支給停止となります。

標準処理期間 15 日（知事との協議に要する期間を除きます）

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1日（最終改正：平成 30年 4 月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口

へ提出

備 考

ホームページのリンク先

https://www.city.kasukabe.lg.jp/kenko_hoken_fukushi/shogaishafukushi/keiz

aitekishien/8564.html



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■特別児童扶養手当等の支給に関する法律

第 19条 手当の支給要件に該当する者（以下この章において「受給資格

者」という。）は、手当の支給を受けようとするときは、その受給資格

について、都道府県知事、市長又は福祉事務所を管理する町村長の認

定を受けなければならない。

■特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令

第 1条 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（以下「法」という。）

第二条第二項に規定する政令で定める程度の重度の障害の状態は、別

表第一に定めるとおりとする。

別表第一（第一条関係）

一 両眼の視力の和が〇・〇二以下のもの

二 両耳の聴力が補聴器を用いても音声を識別することができない程度

のもの

三 両上肢の機能に著しい障害を有するもの

四 両上肢のすべての指を欠くもの

五 両下肢の用を全く廃したもの

六 両大腿を二分の一以上失つたもの

七 体幹の機能に座っていることができない程度の障害を有するもの

八 前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安

静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であっ

て、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

九 精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの

十 身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であ

って、その状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの

（備考）視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があ

るものについては、矯正視力によって測定する。



申請に対する処分の審査基準（行政手続条例）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №028

処 分 名 在宅重度心身障害者手当の受給資格認定

処 分 の概 要

手当の支給を受けようとする者は、市長に申請をし、受給資格の認定

を受けます。申請後の審査を経て、要件に該当すれば認定し、該当しな

い場合には、却下の決定をします。

根拠条例等・条項

春日部市在宅重度心身障害者手当支給条例

（平成 17年条例第 213 号） 第 2条、第 3条、第 4条

春日部市在宅重度心身障害者手当支給条例施行規則

（平成 17年規則第 194 号） 第 3条、第 4条

審 査 基 準

対象者

次の居住要件と障害要件のいずれも満たした者に手当を支給します。

１．居住要件：

春日部市において住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81号）に基づ

く登録を受けている者

２．障害要件：

① 身体障害者手帳 1級、2級又は 3級に該当するもの

② 療育手帳Ⓐ、Ａ又はＢに該当するもの

③ 精神障害者保健福祉手帳 1級に該当するもの

④ 障害の程度が最重度、重度又は中度であると児童相談所又は知的障

害者更生相談所の長が判定した者

⑤ ①～④に掲げる者に相当すると市長が認めた者

⑥ 超重症心身障害児である者

⑦ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別表第１に定める程

度の障害の状態にあると市長が認めた者

◎上記の要件に該当する場合でも、その者が次のいずれかに該当すると

きは、支給制限となります。

① 施設等に入所している場合

② 特別障害者手当、障害児福祉手当又は経過的措置による福祉手当

を受給している場合

③ 市町村税が課税されている場合

④ 65歳以上で新たに障害要件に該当するようになった場合

標準処理期間 45 日

設 定 年 月 日 平成 18年 4月 1日（最終改正：令和 2年 4月 1日）

申 請 時 期 随時



申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓

口へ提出

備 考

ホームページのリンク先

https://www.city.kasukabe.lg.jp/kenko_hoken_fukushi/shogaishafukushi/keizaiteki

shien/10978.html

根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■在宅重度心身障害者手当支給条例

（定義）

第２条 この条例において「障害者」とは、次の各号のいずれかに

該当する者をいう。

(１) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の

規定に基づく身体障害者手帳の交付を受けている者で、当該障

害の程度が１級、２級又は３級に該当するもの

(２) 県の療育手帳制度による療育手帳の交付を受けている者で、

当該障害の程度が、Ａ又はＢに該当するもの

(３) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律

第123号）第45条第２項の規定による精神障害者保健福祉手帳の

交付を受けている者で、当該障害の程度が１級に該当するもの

(４) 障害の程度が最重度、重度又は中度であると児童相談所又は

知的障害者更生相談所の長が判定した者

(５) 前各号に掲げる者に相当すると市長が認めた者

(６) 規則で定める超重症心身障害児である者

(７) 前各号に掲げる者のほか、特別児童扶養手当等の支給に関す

る法律施行令（昭和50年政令第207号）別表第１に定める程度の

障害の状態にあると市長が認めた者

２ この条例において「保護者」とは、親権を行う者又は未成年後

見人その他の者であって、障害者を居宅において現に保護してい

るものをいう。

（受給資格）

第３条 手当の支給を受けることができる者は、障害者のうち、春

日部市において住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）に基づく

登録を受けている者（以下「受給資格者」という。）とする。

（申請及び認定）

第４条 受給資格者は、手当の支給を受けようとするときは、市長

に申請をし、受給資格の認定を受けなければならない。ただし、

受給資格者が次の各号のいずれかに該当するときは、その保護者

が代わって申請をすることができる。

(１) 未成年者であるとき。

(２) 本人の意思で申請行為ができないとき。



根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■在宅重度心身障害者手当支給条例施行規則

（受給資格の認定申請）

第３条 条例第４条に規定する受給資格の認定を受けようとする者

（以下「申請者」という。）は、春日部市在宅重度心身障害者手

当支給申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲

げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。

(１) 春日部市在宅重度心身障害者手当所得状況届（様式第２号）

(２) 所得証明書

(３) その他市長が必要と認める書類

２ 市長は、必要に応じ、前項各号に掲げる書類の一部を省略する

ことができる。

（認定及び却下の通知）

第４条 市長は、前条の規定による申請があった場合には、その内

容を審査し、受給資格があると認めたときにあっては春日部市在

宅重度心身障害者手当認定通知書（様式第３号）により、受給資

格がないと認めたときにあっては春日部市在宅重度心身障害者手

当却下通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとす

る。

２ 市長は、前項の規定により受給資格があると認定した者（以下

「受給者」という。）を春日部市在宅重度心身障害者手当受給者

台帳（様式第５号）に登載するものとする。



申請に対する処分の審査基準（行政手続条例）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №029

処 分 名 重度心身障害者医療費の受給資格認定

処 分 の概 要

助成金の支給を受けようとする対象者は、市長に申請をし、受給資格

の認定を受けます。申請後の審査を経て、要件に該当すれば認定し、該

当しない場合には却下の決定をします。

根拠条例等・条項

春日部市重度心身障害者医療費助成に関する条例

（平成 17年条例第 107 号） 第 3条、第 4条、第 5条、第 6条

春日部市重度心身障害者医療費助成に関する条例施行規則

（平成 17年規則第 37号） 第 3条、第 4条

審 査 基 準

１．対象者

医療保険に加入している者で、次の居住要件のいずれかに該当し、か

つ障害要件のいずれかに該当する者。ただし、65歳以上で新たに障害

要件に該当するようになった者を除く。

２．居住要件

①市内に住所を有する者、②市から援護を受け、市外にある障害者支

援施設等に入所している者、③県から障害児施設給付費の支給を受け、

市外にある障害児施設に入所している者、④国民健康保険の住所地特例

により、埼玉県（春日部市）の国保に加入し、市外の施設に入所してい

る者、⑤後期高齢者医療制度の住所地特例により、埼玉県後期高齢者医

療に加入し、県外の施設に入所している者

３．障害要件

①身体障害者手帳 1級から 3 級、②療育手帳Ⓐ、Ａ、Ｂ、③精神障

害者保健福祉手帳 1級、④65歳以上の人で埼玉県後期高齢者医療広域

連合の障害認定を受けた者（身体障害者手帳 4級の一部、精神障害者

保健福祉手帳 2級、障害基礎年金証書 1級及び 2級）

※所得制限の限度額を超える場合は、支給停止となります。

標準処理期間 15 日

設 定 年 月 日 平成 17年 10 月 1 日（最終改正：令和 2年 4月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口へ

提出



備 考

ホームページのリンク先

https://www.city.kasukabe.lg.jp/kenko_hoken_fukushi/shogaishafukushi/iry

ohinojosei/8562.html

根拠条例及び

関係例規等の抜粋

■春日部市重度心身障害者医療費助成に関する条例
（対象者）

第３条 この条例による助成金の支給の対象となる者（以下「対象者」
という。）は、医療保険各法に規定する被保険者、組合員又は加入者
（被保険者、組合員又は加入者であった者を含む。）及び被扶養者で
ある重度心身障害者であって、次の各号のいずれかに該当するものと
する。

(１) 本市に住所を有する者（次に掲げる者を除く。）
ア 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。）から障害者の日常生活
及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123
号）第 29条又は第 30 条の規定による指定障害福祉サービス等又は
基準該当障害福祉サービスに対する介護給付費、訓練等給付費、特例
介護給付費又は特例訓練等給付費の支給を受け、入所、入院又は入居
している者

イ 他の市町村長が身体障害者福祉法第 18条第１項の規定により、共
同生活援助を行う住居に入居させて障害福祉サービスの提供を委託
している者

ウ 他の市町村長が身体障害者福祉法第 18条第２項の規定により、障
害者支援施設等又は指定医療機関に入所又は入院を委託している者

エ 他の市町村長が知的障害者福祉法（昭和 35年法律第 37 号）第 15
条の４の規定により、共同生活援助を行う住居に入居させて障害福祉
サービスの提供を委託している者

オ 他の市町村長が知的障害者福祉法第 16条第１項の規定により、障
害者支援施設等に入所させてその更生援護を行うことを委託してい
る者

カ 児童福祉法（昭和 22年法律第 164 号）第 24条の２第１項の規定
による障害児入所給付費の支給を受け、指定障害児入所施設等に入所
している者（対象者が 18歳以上の者にあっては、当該対象者が満 18
歳となる日の前日に当該対象者の保護者であった者（以下「保護者で
あった者」という。）が本市内に住所を有していた者を除く。ただし、
当該対象者が満 18歳となる日の前日に保護者であった者がいない
か、保護者であった者が住所を有しないか、又は保護者であった者の
住所が明らかでない場合は、当該対象者の所在が満 18歳となる日の
前日において本市内にあった者を除く。対象者が 18歳未満の者にあ
っては、当該対象者の保護者が障害児入所給付費の支給を受け本市内
に住所を有する者を除く。ただし、当該対象者の保護者が住所を有し
ないか、又は明らかでない場合は、保護者の現在地が本市内にある者
を除く。）

キ 国民健康保険法第 116 条の２の規定により、他の市町村の区域内
に住所を有するとみなされる者

ク 高齢者の医療の確保に関する法律第 55条及び第 55条の２の規定
により、後期高齢者医療広域連合（埼玉県後期高齢者医療広域連合を
除く。）が行う後期高齢者医療の被保険者である者

(２) 本市から障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律第 29条又は第 30条の規定による指定障害福祉サービス等又は
基準該当障害福祉サービスに対する介護給付費、訓練等給付費、特例
介護給付費又は特例訓練等給付費の支給を受け、本市の区域外に設置



されている障害者支援施設等、指定医療機関又は独立行政法人国立重
度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成 14年法律第 167 号）第 11
条第１号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞ
みの園が設置する施設（以下「のぞみの園」という。）に入所、入院
又は入居している者（共同生活援助を行う住居への入居者を含む。）

(３) 市長が身体障害者福祉法第 18条第１項の規定により、本市の区域
外に設置されている共同生活援助を行う住居に入居させて障害福祉サ
ービスの提供を委託している者

(４) 市長が身体障害者福祉法第 18条第２項の規定により、本市の区域
外に設置されている障害者支援施設等又は指定医療機関に入所又は入
院を委託している者

(５) 市長が知的障害者福祉法第 15条の４の規定により、本市の区域外
に設置されている共同生活援助を行う住居に入居させて障害福祉サー
ビスの提供を委託している者

(６) 市長が知的障害者福祉法第 16条第１項の規定により、本市の区域
外に設置されている障害者支援施設等又はのぞみの園に入所させてそ
の更生援護を行うことを委託している者

(７) 埼玉県から児童福祉法第 24条の２第１項の規定による障害児入所
給付費の支給を受け、本市の区域外に設置されている指定障害児入所
施設等に入所している者（対象者が 18歳以上の者にあっては、当該対
象者が満 18歳となる日の前日に保護者であった者が本市内に住所を
有していた者に限る。ただし、当該対象者が満 18歳となる日の前日に
保護者であった者がいないか、保護者であった者が住所を有しないか、
又は保護者であった者の住所が明らかでない場合は、当該対象者の所
在が満 18歳となる日の前日において本市内にあった者に限る。対象者
が 18歳未満の者にあっては、当該対象者の保護者が障害児入所給付費
の支給を受け本市内に住所を有する者に限る。ただし、当該対象者の
保護者が住所を有しないか、又は明らかでない場合は、保護者の現在
地が本市内にある者に限る。）

(８) 国民健康保険法第 116 条の２の規定により、本市の区域内に住所
を有するとみなされる者

(９) 高齢者の医療の確保に関する法律第 55条の規定により、埼玉県後
期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者である者で、
同条に定める入院、入所又は入居前に本市内に住所を有していた者

(10) 高齢者の医療の確保に関する法律第 55条の２の規定により、埼玉
県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者である者
で、本市の区域内に住所を有するとみなされていた者

(11) その他市長が特に必要があると認めた者
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は対象
としない。

(１) 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）に基づく保護を受けている
者

(２) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留
邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第 30
号）に基づく支援給付を受けている者

(３) 児童福祉法第６条の３に規定する小規模住居型児童養育事業を行
う者又は同法第６条の４に規定する里親に委託されている者

(４) 重度心身障害者となった年齢が 65歳以上の者。ただし、前条第１
項第４号又は第５号に規定する重度心身障害者であって、65歳に達す
る日の前日までに令別表で定める程度の障害の状態にある旨の市長の
認定を受けた者は、この限りでない。
（助成金）



第４条 市は、対象者に係る医療の一部負担金（第２条第１項第３号に
規定する重度心身障害者が医療法（昭和 23年法律第 205 号）第７条
第２項第１号に規定する精神病床に入院したときの一部負担金を除
く。）について、対象者に助成金を支給するものとする。ただし、受
給者の責め（税の未申告等）により過分の自己負担があるときは、そ
の額については助成金の対象としない。

２ 前項の規定にかかわらず、対象者の前年（１月から９月までの間に
次条第１項の規定による登録の申請が行われる場合は、当該申請が行
われた年の前々年）（以下この項において「審査対象年」という。）
の所得が特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和 50年政
令第 207 号。以下この項において「政令」という。）第７条に規定す
る額を超えた場合は、審査対象年の翌々年９月までの医療保険各法又
はその他の規定による医療給付に係る助成金の支給は行わない。この
場合において、当該所得の範囲は政令第４条に規定する所得の範囲と
し、所得の額の計算方法は政令第５条の例によるものとする。

３ 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、対象者の所
有に係る住宅、家財又は主たる生業の維持に供する田畑、宅地、家屋、
機械、器具その他事業の用に供する固定資産（鉱業権、漁業権、その
他無形減価償却資産を除く。）につき被害金額（保険金、損害賠償金
等により補充された金額を除く。）がその価格のおおむね２分の１以
上である損害を受けた場合、その損害を受けた日から翌年の９月 30日
までの医療保険各法又はその他の規定による医療給付に係る助成金の
支給については、前項の規定を適用しない。
（受給資格の登録）

第５条 助成金の支給を受けようとする対象者は、規則で定める申請書
を市長に提出して、受給に必要な事項の登録を受けなければならない。

２ 市長は、前項の申請書に基づき、対象者として認定したときは、当
該対象者を受給資格を有する者として登録しなければならない。

３ 市長は、第１項の申請書に基づき、受給資格を有する者として登録
しない場合は、規則で定めるところにより、申請者に通知するものと
する。
（受給者証の交付）

第６条 市長は、前条第２項の規定により受給資格を有する者として登
録された者（以下「受給資格登録者」という。）に対し、第４条第１
項及び第３項の規定により助成金の支給を行う場合は、当該受給資格
登録者（以下「受給者」という。）に受給者証を交付しなければなら
ない。

２ 市長は、第４条第２項の規定により助成金の支給を行わない場合は、
規則で定めるところにより、受給資格登録者に通知するものとする。

■春日部市重度心身障害者医療費助成に関する条例施行規則
（受給資格の登録）
第３条 条例第５条第１項に規定する申請は、重度心身障害者医療費
受給資格登録申請書（様式第１号）により行うものとする。

２ 市長は、前項の申請書が提出された場合には、条例第２条第１項
各号のいずれかに該当するかどうか次に掲げる書類により確認す
るものとする。

(１) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）に規定する身体障
害者手帳、埼玉県療育手帳制度要綱（平成14年埼玉県告示第1365
号）に基づく療育手帳又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律（昭和25年法律第123号）に規定する精神障害者保健福祉手帳

(２) 前号の身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳



を特別の理由により所持していない場合は、当該理由及び障害の程
度を証する書類

(３) 国民健康保険法（昭和33年法律第192号）、高齢者の医療の確
保に関する法律（昭和57年法律第80号）及び前条に規定する社会
保険各法の被保険者証、組合員証又は加入者証

(４) その他市長が必要と認める書類
３ 第１項の申請書には、条例第４条第２項の所得を証明する書類を
添付しなければならない。

４ 市長は、前２項に掲げる書類のうち、その内容を公簿等により確
認することができるときは、当該書類の添付の省略を認めることが
できる。

５ 市長は、条例第５条第２項に規定する登録を行わないときは、重
度心身障害者医療費受給資格登録申請却下決定通知書（様式第２
号）により通知するものとする。
（受給者証）
第４条 条例第６条第１項に規定する受給者証（以下「受給者証」と
いう。）は、重度心身障害者医療費受給者証（様式第３号）とする。
ただし、条例第２条第１項第３号に規定する重度心身障害者に交付
する受給者証は、重度心身障害者医療費受給者証（様式第４号）と
する。

２ 市長は、条例第６条第２項の規定により助成金の支給を行わない
ときは、重度心身障害者医療費助成金支給停止通知書（様式第５号。
以下「支給停止通知書」という。）により通知するものとする。

３ （略）



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：福祉部障がい者支援課 №030

処 分 名 自立支援医療（更生医療）の認定

処分の概要

申請に係る障害者が、その心身の障害の状態からみて自立支援医療を受ける必要が

あり、かつ、当該障害者又はその属する世帯の他の世帯員の所得の状況、治療状況

その他の事情を勘案して障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律第 54 条の基準に該当する場合に支給認定を行う。

根拠法令等・条項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第５２条、第５４条

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成

１８年政令第１０号）第２９条

審 査 基 準

身体障害者更生相談所の判定、世帯の所得状況に基づき、受給の可否及び自己負担

額の決定を行います。

◎対象となる障害と治療の例

肢体不自由・・・関節拘縮、関節硬直 →人工関節置換術等

腎臓機能障害・・・人工透析療法、腎臓移植術(抗免疫療法を含む)

ＨＩＶによる免疫機能障害・・・抗ＨＩＶ療法

◎自己負担額

原則は、総医療費の１割負担となりますが、市町村民税（所得割）額によって

上限額が設定されます。

生活保護受給者・・・ ０円

非課税世帯・・・（世帯の収入が８０万円以下の場合）２，５００円

（ 〃 ８０万円を超える場合）５，０００円

市町村民税（所得割）が ３万３千円未満・・５，０００円（※１）

２３万５千円未満・・１０，０００円（※２）

２３万５千円以上・・２０，０００円（※３）

※「重度かつ継続」に該当する場合は、自己負担上限額は上記になります。「重

度かつ継続」に該当しない場合は、※１・※２は医療保険の自己負担限度額、※

３は非該当となります。

標準処理期間 ２０日（更生相談所の判定に要する期間を除く）

設定年月日 平成 17年 10 月１日（最終改正：令和 2年 4月 1日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法
本庁舎 2階障がい者支援課窓口 又は 支所 2階福祉・健康保険担当窓口へ

提出

備 考

ホームページのリンク先

https://www.city.kasukabe.lg.jp/kenko_hoken_fukushi/shogaishafukushi/iryohino

josei/8561.html



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

第五十二条 自立支援医療費の支給を受けようとする障害者又は障害児の保護者

は、市町村等の自立支援医療費を支給する旨の認定（以下「支給認定」とい

う。）を受けなければならない。

２ 第十九条第二項の規定は市町村等が行う支給認定について、同条第三項から第

五項までの規定は市町村が行う支給認定について準用する。この場合において、

必要な技術的読替えは、政令で定める。

第五十四条 市町村等は、前条第一項の申請に係る障害者等が、その心身の障害の

状態からみて自立支援医療を受ける必要があり、かつ、当該障害者等又はその属

する世帯の他の世帯員の所得の状況、治療状況その他の事情を勘案して政令で定

める基準に該当する場合には、厚生労働省令で定める自立支援医療の種類ごとに

支給認定を行うものとする。ただし、当該障害者等が、自立支援医療のうち厚生

労働省令で定める種類の医療を、戦傷病者特別援護法（昭和三十八年法律第百六

十八号）又は心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に

関する法律（平成十五年法律第百十号）の規定により受けることができるとき

は、この限りでない。

２ 市町村等は、支給認定をしたときは、厚生労働省令で定めるところにより、都

道府県知事が指定する医療機関（以下「指定自立支援医療機関」という。）の中

から、当該支給認定に係る障害者等が自立支援医療を受けるものを定めるものと

する。

３ 市町村等は、支給認定をしたときは、支給認定を受けた障害者又は障害児の保

護者（以下「支給認定障害者等」という。）に対し、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、次条に規定する支給認定の有効期間、前項の規定により定められた指

定自立支援医療機関の名称その他の厚生労働省令で定める事項を記載した自立支

援医療受給者証（以下「医療受給者証」という。）を交付しなければならない。

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

第二十九条 法第五十四条第一項の政令で定める基準は、支給認定（法第五十二条

第一項に規定する支給認定をいう。以下同じ。）に係る障害者等（法第二条第一

項第一号に規定する障害者等をいう。以下同じ。）及び当該障害者等と生計を一

にする者として厚生労働省令で定めるもの（以下「支給認定基準世帯員」とい

う。）について指定自立支援医療（法第五十八条第一項に規定する指定自立支援

医療をいう。以下同じ。）のあった月の属する年度（指定自立支援医療のあった

月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市

町村民税の同法第二百九十二条第一項第二号に掲げる所得割の額を厚生労働省令

で定めるところにより合算した額が二十三万五千円未満であることとする。

２ 支給認定に係る障害者が、支給認定基準世帯員（当該障害者の配偶者を除

く。）の扶養親族（地方税法第二十三条第一項第八号に規定する扶養親族をい

う。）及び被扶養者（健康保険法、船員保険法、国家公務員共済組合法（他の法

律において準用する場合を含む。）又は地方公務員等共済組合法の規定による被

扶養者をいう。）に該当しないときは、前項及び第三十五条第二号から第四号ま

での規定の適用（同条第三号及び第四号に規定する厚生労働省令で定める者に該

当するものに係る適用を除く。）については、支給認定基準世帯員を、当該障害

者の配偶者のみであるものとすることができる。


